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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】太陽光電池及び蓄電池に設けていたコンバータ
を省略することにより、システムの簡素化を図りつつ、
蓄電池の大型化を必要とすることがなく経済的な電源シ
ステムを提供する。
【解決手段】ニッケル水素電池１５と太陽光電池１４と
の出力にコンバータを接続することなく、逆流防止ダイ
オード１３を介して直接接続する。ニッケル水素電池と
太陽光電池からの直流電力をインバータ１２を介して交
流電力に変換して電力系統に電力供給をする。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　逆流防止ダイオードをその出口に有する太陽光電池と、ニッケル水素電池とが直接接続
されたことを特徴とする電源システム
【請求項２】
　前記太陽光電池と前記ニッケル水素電池の接合点がインバータに接続されており、前記
インバータが電力系統に接続されていることを特徴とする請求項１に記載の電源システム
【請求項３】
　前記ニッケル水素電池と複数の前記太陽光電池とが、電気的に並列に接続されて前記イ
ンバータに接続されていることを特徴とする請求項２に記載の電源システム
【請求項４】
　前記ニッケル水素電池の８０～２０％ＳＯＣにおける電圧の変化範囲が、前記太陽光電
池の１００～０％出力における最大出力点電圧の変化範囲内に収まるようになっている請
求項２に記載の電源システム
【請求項５】
　前記ニッケル水素電池の７５～８５％ＳＯＣに対応する電圧の変化範囲内に、前記太陽
光電池の１００％出力における最大出力点電圧が収まるようになっている請求項２に記載
の電源システム
【請求項６】
　前記ニッケル水素電池の１５～２５％ＳＯＣに対応する電圧の変化範囲内に、前記太陽
光電池の０％出力に相当する最大出力点電圧が収まるようになっている請求項２に記載の
電源システム
【請求項７】
　前記インバータの入力電圧が前記ニッケル水素電池の０～１００％ＳＯＣにおける電圧
変化範囲になるように設計されていることを特徴とする請求項２に記載の電源システム
【請求項８】
　前記ニッケル水素電池の電池容量が、前記太陽光電池の出力に時間定数０．２５～０．
５を乗じた範囲にあることを特徴とする請求項２に記載の電源システム
【請求項９】
　前記太陽光電池と前記インバータの間に切換えスイッチが配置されていて、前記太陽光
電池と前記インバータの接続点には補助電池の負極側が接続されていて、前記補助電池の
陽極側は前記切換えスイッチの一方の端子に接続され、前記太陽光電池と前記ニッケル水
素電池の接続点は前記切換えスイッチの他方の端子に接続され、前記切換えスイッチの中
性端子は前記インバータに接続されていて、前記切換えスイッチの中性端子は、前記ニッ
ケル水素電池が放電時は前記切換えスイッチの一方の端子に接続され、前記ニッケル水素
電池が充電時は前記切換えスイッチの他方の端子に接続されていることを特徴とする請求
項２に記載の電源システム
【請求項１０】
　前記インバータにはＭＰＰＴ制御装置が内蔵されていて、前記太陽光電池に取付けられ
た電圧計が前記ＭＰＰＴ制御装置に接続されていて、前記電圧計からの信号に基づき前記
インバータの入力電流が調整されることを特徴とする請求項２に記載の電源システム
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力系統に連系する電源システムに関し、詳しくは、太陽光電池とニッケル
水素電池を組合せた分散型電源に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電力系統における電力供給を補完するものとして、分散型電源、マイクログリッ
ド、再生可能エネルギー、非常用電源への関心が高まっている。特に、地球温暖化防止に
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向けたＣＯ２削減など環境保全意識の高まりを背景に、太陽光発電や、風力発電等の自然
エネルギーを利用した発電システムの普及が拡大しつつある。
　例えば、太陽光発電システムにおいては、太陽の光エネルギーは太陽光電池パネルによ
って直流電力に変換され、この直流電力がいわゆるパワーコンディショナによって交流電
力に変換され、電力系統に接続され系統連系が行われる。
【０００３】
　パワーコンディショナの構成として、特許文献１には直流電力を変換する変換回路と、
インバータ回路と、インバータ回路の出力を変圧する変圧回路と、変圧回路と電力系統と
を開閉する開閉器とを有し、電力系統の系統電圧に応じて変圧回路の設定を切り替える構
成が記載されている。
【０００４】
　また、例えば特許文献２によれば、多数の太陽光発電パネルの出口に個別にマイクロイ
ンバータを取付けて交流電力に変換して、接続箱で集合して配電盤を介して電力系統に接
続する技術が記載されている。
【０００５】
　ところで、再生可能エネルギーの出力は、実際の風や日照量の変化に応じて変動するの
で、将来の出力を予測することは困難である。このため、電力系統への再生可能エネルギ
ーの連系電力が増加するにつれて、系統電力の需給バランスが崩れて、電力品質が低下す
るとともに、電力の安定供給が懸念されることとなる。
【０００６】
　再生可能エネルギーの出力安定化対策として、蓄電池を用いて出力電力の調節を行うこ
とが提案されている（例えば、特許文献３）。すなわち、太陽光発電の出口に電圧調整の
ための直流コンバータを接続して、直流コンバータからの直流電力をインバータで交流に
変換して電力系統に接続する。このとき、直流コンバータとインバータの間に蓄電池を配
置して、太陽光発電からの直流電力が不足するときは蓄電池から直流電力を供給し、過剰
となるときは蓄電池を充電する。
【０００７】
　図１は、従来技術による太陽光発電システムの機器構成を示す系統図である。
　図１（１）において、太陽光電池４（ＰＶ）は、コンバータ３（ＤＣ／ＤＣ）を介して
インバータ２（ＩＮＶ）に接続されていて、太陽光電池４の出力は交流電力に変換され電
力系統１に接続されている。太陽光電池４の出力安定化対策として蓄電池５（Ｂａｔ）が
コンバータ３’（ＤＣ／ＤＣ）を介して上記とは異なるインバータ２’（ＩＮＶ）に接続
されていて、交流電力に変換されて電力系統１に接続されている。太陽光電池は日照条件
によりその出力が変動し、また、蓄電池は充電深度（ＳＯＣ；State of Charge）により
その出力電圧が変動するので、これらの出力にコンバータ（ＤＣ／ＤＣ）を設けてインバ
ータへの入力電圧を一定になるよう調節されている。
　図１（２）において、太陽光電池４（ＰＶ）の出力は（１）と同様コンバータ３（ＤＣ
／ＤＣ）が接続された後、インバータ２（ＩＮＶ）に接続されている。また、蓄電池５（
Ｂａｔ）がコンバータ３’（ＤＣ／ＤＣ）を介して上記と同じインバータ２（ＩＮＶ）に
接続されていて、太陽光電池４と蓄電池５の出力が交流電力に変換されて電力系統１に接
続されている。
【０００８】
　上記２つの電源システムにおいて、インバータを共通化するか否かの相違はあるが、い
ずれも系統への電力の需給を調節するために蓄電池（Ｂａｔ）が設けられている。上記図
１（１）の電源システムは、系統からの電力を用いて蓄電池を充電して、その充電状態を
所定の範囲に保つことができる。上記図１（２）の電源システムは、太陽光電池の余剰電
力を用いて蓄電池を充電し、放電することにより不足電力を補うことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
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【特許文献１】特開２００２－１１２４６１号公報
【特許文献２】特開２００７－２５９６９４号公報
【特許文献３】特開２０１１－１５１９６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　太陽光電池の直流電圧は日射や気温によって変動するので、太陽光発電システムを設置
する際は、太陽光電池の出力に電圧変換回路（コンバータ）を設ける必要がある（例えば
、特許文献１）。コンバータは、太陽光電池の出力電圧を調節して、インバータの入力電
圧に合わせる役割を果たす。また、蓄電池はＳＯＣによる出力電圧の変動を抑制するため
にコンバータを設けてインバータの入力電圧を一定になるよう調節している。
【００１１】
　図１（１）の電源システムはインバータが２台であるので設備が嵩むし、インバータに
おける変換損失も大きくなる。一方、図１（２）の電源システムは上記問題点を解決する
ことができるが、太陽光電池と蓄電池の双方にコンバータを設ける必要があり、システム
が複雑化するとともにその設備費、メンテナンス費が嵩むという問題を有している。
【００１２】
　本発明が解決しようとする課題は、太陽光電池と蓄電池を用いた電源システムにおいて
、複数のコンバータを設けることによるコストの上昇を抑えることであり、システムの簡
素化を図ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　前記した目的を達成するために、本発明に係る電源システムは、逆流防止ダイオードを
その出口に有する太陽光電池と、ニッケル水素電池とが直接接続されている。
　この構成によれば、太陽光電池およびニッケル水素電池において、直流電圧調整のため
のコンバータの設置が不要となり、システムの簡素化を図ることができる。ここに「直接
接続されている」とは、コンバータ等の機器、設備および部品等を介在させずに接続され
ていることである。
【００１４】
　本発明に係る電源システムは、前記太陽光電池と前記ニッケル水素電池の接合点がイン
バータに接続されており、前記インバータを介して電力系統に接続されている。また、　
本発明に係る電源システムは、複数の前記太陽光電池と前記ニッケル水素電池とが、電気
的に並列に接続されて前記インバータに接続されている。
　この構成によれば、太陽光電池の出力である直流電力はインバータで交流電力に変換さ
れて、電力系統に交流電力を供給する。また、ニッケル水素電池からの直流電力もインバ
ータで交流電力に変換されて、電力系統に交流電力を供給可能となっている。更に、ニッ
ケル水素電池は太陽光電池により充電可能となっている。
　ここに、電力系統とは、電力を需要家の受電設備に供給するための、発電・変電・送電
・配電を統合した電力の発送配電システムである
【００１５】
　本発明に係る電源システムは、前記ニッケル水素電池の８０～２０％ＳＯＣにおける電
圧の変化範囲が、前記太陽光電池の１００～０％出力における最大出力点電圧の変化範囲
内に収まるようになっている。
　この構成によれば、ニッケル水素電池は太陽光電池の最大出力点において充電されるこ
とになるので、太陽光電池は高い効率で運転されることになる。特に、ニッケル水素電池
の充電時の８０～２０％ＳＯＣにおける電圧の変化範囲が、太陽光電池の１００～０％出
力における最大出力点電圧の変化範囲内に収まるようになっていることがより好ましい。
【００１６】
　本発明に係る電源システムは、前記ニッケル水素電池の７５～８５％ＳＯＣに対応する
電圧の変化範囲内に、前記太陽光電池の１００％出力における最大出力点電圧が収まるよ



(5) JP 2016-154421 A 2016.8.25

10

20

30

40

50

うになっている。
　この構成によれば、ニッケル水素電池の、例えば、８０％ＳＯＣに対応する充電電圧と
、前記太陽光電池の１００％出力における最大出力点電圧を一致させれば、太陽光電池は
高い効率で運転されることになる。一般に、前記太陽光電池の０～１００％における最大
出力点電圧の変化範囲は、ニッケル水素電池の２０～８０％ＳＯＣにおける充電電圧の変
化範囲より広いので、太陽光電池は常に最大出力点で運転されることになる。
【００１７】
　本発明に係る電源システムは、前記ニッケル水素電池の１５～２５％ＳＯＣに対応する
電圧の変化範囲内に、前記太陽光電池の０％出力に相当する最大出力点電圧が収まるよう
になっている。
【００１８】
　本発明に係る電源システムは、前記インバータの入力電圧が前記ニッケル水素電池の０
～１００％ＳＯＣにおける電圧変化範囲になるように設計されている。
【００１９】
　本発明に係る電源システムは、前記ニッケル水素電池の電池容量が、前記太陽光電池の
出力に時間定数０．２５～０．５を乗じた範囲にある。
【００２０】
　本発明に係る電源システムは、前記太陽光電池と前記インバータの間に切換えスイッチ
が配置されていて、前記太陽光電池と前記インバータの接続点には補助電池の負極側が接
続されていて、前記補助電池の陽極側は前記切換えスイッチの一方の端子に接続され、前
記太陽光電池と前記ニッケル水素電池の接続点は前記切換えスイッチの他方の端子に接続
され、前記切換えスイッチの中性端子は前記インバータに接続されていて、前記切換えス
イッチの中性端子は、前記ニッケル水素電池が放電時は前記切換えスイッチの一方の端子
に接続され、前記ニッケル水素電池が充電時は前記切換えスイッチの他方の端子に接続さ
れている。
【００２１】
　本発明に係る電源システムは、前記インバータにはＭＰＰＴ制御装置が内蔵されていて
、前記太陽光電池に取付けられた電圧計が前記ＭＰＰＴ制御装置に接続されていて、前記
電圧計からの信号に基づき前記インバータの入力電流が調整される。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の電源システムは、太陽光電池とニッケル水素電池とが、直流コンバータ等を介
せずに、互いに直接接続されているので、システム構成が簡素化される。システムが簡素
化されれば信頼性の向上、コスト削減等が期待できる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】従来技術による太陽光発電システムの機器構成を示す系統図である。
【図２】ニッケル水素電池の充放電特性を示す図である。
【図３】各種電池等のＳＯＣに対する電圧変化を示すＳＯＣ特性図である。
【図４】ニッケル水素電池とリチウムイオン電池の充放電特性を示す図である。
【図５】本願発明の電源システムの機器構成を示す系統図である。
【図６】太陽光電池の特性を示す図である。
【図７】太陽光電池の出力急変時の電力系統への電力供給状況を示す図である。
【図８】変形実施例の機器構成を示す系統図である。
【図９】別の変形実施例の機器構成を示す系統図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明に係る実施形態を図面に従って説明するが、本発明はこの実施形態に限定
されるものではなく、種々の変更が可能である。
【００２５】
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　実施例の説明に入る前に、ニッケル水素電池の特性について他の蓄電設備との対比の上
で説明して、ニッケル水素電池が課題解決に適した電池であることについて説明を行う。
【００２６】
　図２は、ニッケル水素電池の４Ｃ充電、４Ｃ放電における充放電特性を示す図である。
縦軸に電圧をＶｏｌｔ単位で、横軸に充電量をｍＡｈ単位で目盛ってある。図２をみてわ
かるとおり、充電特性と放電特性の間には多少の電圧差はあるものの、共に平坦な特性を
有していることが分かる。特に、充電特性は０－４００ｍＡｈの範囲において、およそ０
．１Ｖ程度の電圧変化に止まっていることが分かる。
【００２７】
図３は、各種電池等のＳＯＣ（state of charge）に対する電圧変化を示すＳＯＣ特性図
である。縦軸に電圧をＶｏｌｔ単位で、横軸にＳＯＣを％単位で目盛ってある。曲線ａは
ニッケル水素電池の電圧変化、曲線ｂは鉛蓄電池の電圧変化、曲線ｃはリチウムイオン電
池の電圧変化、曲線ｄは電気二重層キャパシタの電圧変化を示す。
【００２８】
ＳＯＣの変動に対する電圧変化（ΔＶ／ΔＳＯＣ）は、ニッケル水素電池で約０．１、鉛
蓄電池で約１．５、リチウムイオン電池で約２、電気二重層キャパシタで約３になってい
る。つまり、同じ電圧変化とすれば、ニッケル水素電池は、鉛蓄電池の１／１５に、リチ
ウムイオン電池の１／２０に、電気二重層キャパシタの１／３０に小さくできる。
【００２９】
したがって、ニッケル水素電池の場合、ＳＯＣが範囲Ｓの中ほど、例えばＳＯＣが２０～
８０パーセントのときの電池電圧を、インバータの定格入力電圧と等しいあるいは略等し
く設定することが可能となる。ニッケル水素電池の充放電を行うことによりその充電状態
が変動しても、インバータへの入力電圧の変動を許容範囲に小さく抑えることができる。
また、ニッケル水素電池は充電状態による電圧変動が小さいので、太陽光電池に直結する
ことが可能となる。
【００３０】
一方、ニッケル水素電池と比較して他の種類の二次電池では、ＳＯＣに対する電圧変化が
大きいので、太陽光電池と直接接続することができない。更に、ＳＯＣに対する電圧変動
をニッケル水素電池並みに抑えるためには、その出力にコンバータを設ける必要があるの
で、システムが複雑となり、高価となる。
【００３１】
図４は、ニッケル水素電池とリチウムイオン電池の充電深度（ＳＯＣ）に対する出力密度
の変化を示す充放電特性図である。縦軸に出力密度をＷ／Ｌ単位で、横軸にＳＯＣを％単
位で目盛ってある。曲線ａ、ｂは、それぞれ、ニッケル水素電池の充電特性および放電特
性を、曲線ｃ、ｄは、それぞれ、リチウムイオン電池の充電特性および放電特性である。
【００３２】
ＳＯＣの変動に対する出力密度の変化は、ニッケル水素電池の１に対して、リチウムイオ
ン電池で約６．３になっている。ニッケル水素電池は、リチウムイオン電池に比べて平坦
な充放電特性を有することが分かる。
【００３３】
ニッケル水素電池のＳＯＣ２０％～８０％の範囲での出力密度の変化に対応する、リチウ
ムイオン電池ＳＯＣの変化範囲はおよそ４５％～５５％である。つまり、ニッケル水素電
池であればＳＯＣの全範囲で使用することができても、リチウムイオン電池であればその
ＳＯＣの１／６の範囲でしか使用することができない。逆の見方をすれば、蓄電設備とし
て計画した場合、リチウムイオン電池はニッケル水素電池の約６倍の設備能力を必要とす
る。
【００３４】
また、出力密度は電源インピーダンスに依存するので、ニッケル水素電池は、リチウムイ
オン電池に比べて６倍以上の出力性能を有しているといえる。換言すれば、ニッケル水素
電池はリチウムイオン電池の６倍の効率を有しているといえる。
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【実施例１】
【００３５】
　図５は、本願発明の電源システムの機器構成を示す機器系統図である。
　太陽光電池１４はニッケル水素電池１５と電圧変換器等の機器を介さずに直接接続され
て、インバータ１２に接続されている。太陽光電池１４およびニッケル水素電池１５の直
流電力はインバータ１２において交流電力に変換されて、電力系統１１に交流電力が供給
可能に構成されている。このような構成において、ニッケル水素電池１５は、太陽光電池
１４からの電力により充電可能になっているとともに電力系統１１の交流電力がインバー
タ１２で直流電力に変換されることにより充電可能になっている。インバータ１２は双方
向特性を有している。図５（１）は、１台の太陽光電池１４と１台のニッケル水素電池１
５とが１台のインバータ１２に接続されている実施例である。図５（２）は、複数台の太
陽光電池１４と１台のニッケル水素電池１５とが１台のインバータ１２に接続されている
実施例である。
　いずれの実施例においても、太陽光電池１４はその出口に逆流防止のダイオード１３を
有していて、ニッケル水素電池１５からの電流の逆流を防止している。また、ニッケル水
素電池１５の出口には保安のための遮断器１９が配置されている。
【００３６】
　本発明の電源システムの作用について説明する。太陽光電池の最大出力特性に合わせて
、ニッケル水素電池およびインバータの仕様が設定されている。図６に出力１Ｗ（１０Ｖ
，１００ｍＡ）、短絡電流１１０ｍＡ，開放端電圧１２Ｖの太陽光電池の特性を例示する
。図６には、横軸に端子電圧をとり電流をパラメータとするとする電圧特性が実線で示さ
れている。そして、電圧特性から求められる電力特性が破線で示されている。なお、グラ
フ中の数字は電流値を％で示したものである。
【００３７】
　図６の●で示す点は、太陽光電池の１００％電流時の最大出力を示す点である。各電力
特性において、電流の低下とともに電力のピークを示す点はわずかに電圧を下げつつ推移
していることが分かる。各電流における最大出力点の軌跡を曲線ａとして示す。ニッケル
水素電池の８０～２０％ＳＯＣにおける電圧変化範囲が、太陽光電池の１００～２５％電
流における電力ピーク（ＭＰＰ）に相当する電圧範囲内に収まるように、ニッケル水素電
池の仕様が決められていることが好ましい。ここに、太陽光電池の特性とニッケル水素電
池の充放電特性の組み合わせ方法は上記に限られるものでなく、システムの条件により、
計画時に適宜定めることができる。
【００３８】
　例えば、ニッケル水素電池の７５～８５％ＳＯＣに対応する電圧の範囲内に、太陽光電
池の１００％出力におけるＭＰＰが収まるように定めてもよく、好ましくは、ニッケル水
素電池の８０％ＳＯＣに対応する電圧と、太陽光電池の１００％出力におけるＭＰＰに対
応する電圧を一致させてもよい。このようにニッケル水素電池の特性と太陽光電池の特性
を定めれば、ニッケル水素電池は太陽光電池により過充電されることはない。
【００３９】
　また、ニッケル水素電池の１５～２５％ＳＯＣに対応する電圧の範囲内に、太陽光電池
の０％出力に相当するＭＰＰが収まるように定めてもよく、好ましくは、ニッケル水素電
池の２０％ＳＯＣに対応する電圧と、太陽光電池の０％出力に相当するＭＰＰに対応する
電圧を一致させてもよい。
【００４０】
　ここに、太陽光電池とのマッチングにおいて用いるニッケル水素電池の充放電特性とし
て、例えば、充電特性（図２参照）を用いることができる。充電特性と放電特性の中間の
特性（例えば、両者の平均値）を用いてもよい。充電特性が好ましいのは、太陽光電池に
よりニッケル水素電池を充電するからである。事実、太陽光電池とニッケル水素電池の電
圧差により、ニッケル水素電池は充電されることになる。
　なお、図２および図６に示す特性はこれに限定されるものでなく、採用するニッケル水
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素電池および太陽光電池により、その特性は異なったものとなる。
【００４１】
　更に、ニッケル水素電池の基準電圧に合わせてインバータの仕様が定められている。こ
こに、基準電圧とは充放電特性における２０～８０％ＳＯＣにおける平均電圧であって、
図２で示す充放電特性にあっては充電特性曲線と放電特性曲線との間に位置する電圧が一
定となる近似曲線から求めることができる。ニッケル水素電池の充電量に応じてニッケル
水素電池の出力電圧は変化するが、その変化幅は小さくインバータの入力許容電圧範囲内
に収まる。
【００４２】
　日照時は、太陽光電池の出力の殆どがインバータを介して電力系統に送電される。一時
的に日照条件が悪くなり太陽光電池の出力が低下すれば、ニッケル水素電池が放電してそ
の不足分を補うことが可能となる。太陽光電池の出力が余剰となれば、その出力はニッケ
ル水素電池を充電することにより貯えることが可能となる。ニッケル水素電池のＳＯＣが
８０％を超えれば、充電電位が高くなるので１００％ＳＯＣを超えて充電されることはな
いので、ニッケル水素電池は過充電となることはない。ニッケル水素電池から太陽光電池
に電流が逆流しないように両者間にダイオードを配して、かつ、ニッケル水素電池の２０
％ＳＯＣ以下の電圧でインバータ作動しないようにしておけば、ニッケル水素電池の電池
容量（ｋＷｈ）を超えて放電することがなく、ニッケル水素電池は過放電となることがな
いように設定することができる。
【００４３】
　日照条件が急変して、太陽光電池の出力がなくなった最悪の場合、ニッケル水素電池の
放電によりその出力変化を緩和することが求められる。出力変化が緩和されれば、その間
に予備電源を立ち上げる等して、電力系統への影響を回避することができるからである。
図７に示すように、出力変動率を３％／分以内に変化を収めることを考える。図７におい
て、太陽光電池が１００％出力で運転中に、時刻０で出力が０％になったときニッケル水
素電池からの電力供給を受けて電力系統への出力を漸減させている。図７の斜線部分がニ
ッケル水素電池から補給される電力量を示す。
　例えば、簡単のため、１００ｋＷの太陽光電池の出力が０ｋＷになったとき想定してみ
る。このとき出力変動率を３％／分以内に抑えるために必要となる電力量は、100x(100/3
)x(1/60)÷2＝27.8kWhとなる。この電力量を、ニッケル水素電池２０～１００％ＳＯＣで
賄うために必要となるニッケル水素電池の容量は27.8x(100/80)＝34.7kWhとなる。この数
値は、太陽光電池の出力に時間定数0.347(h)を乗じて得ることができる。時間定数として
は、０．２５～０．５の範囲であることが望ましい。
【００４４】
　次に変形実施例について図８を用いて説明する。太陽光電池２４にニッケル水素電池２
５が直結されてインバータ２２を介して電力系統２１に交流電力を供給しているところは
、前述の実施例と同じである。相違点について説明する。
　太陽光電池２４とインバータ２２の間に切換えスイッチ２６が配置されている。また、
太陽光電池２４とインバータ２２の接続点には補助電池２７の負極側が接続されていて、
この補助電池２７は別途用意した直流電源２８によりフローティング充電されている。こ
の直流電源２８は、例えば、交流電源に接続された充電器（ＣＨＲ）を有している。
　補助電池２７の陽極側は切換えスイッチ２６の一方の端子（ｄ）に接続されていて、太
陽光電池２４とニッケル水素電池２５の接続点は切換えスイッチ２６の他方の端子（ｃ）
に接続されている。切換えスイッチ２６の中性端子（ｎ）は、インバータ２２に接続され
ている。
【００４５】
　補助電池２７の電圧は、ニッケル水素電池２５の充電時の電圧と放電時の電圧の差に相
当する電圧差を保持している。ニッケル水素電池２５が放電時は切換えスイッチ２６の中
性端子（ｎ）は、切換えスイッチ２６の一方の端子（ｄ）に接続されている。ニッケル水
素電池２５が充電時は切換えスイッチ２６の中性端子（ｎ）は、切換えスイッチ２６の他
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【００４６】
　このようにすれば、インバータ２２への入力電圧は、ニッケル水素電池２５の充放電状
態に関わらず、ほぼ一定の電圧とすることができる。なお、ダイオード２３および遮断器
２９が、前述の実施例と同じ目的で配置されている。
【００４７】
　更に、別の変形実施例について、前述の実施例との相違点を中心に、図９を用いて説明
する。インバータ２２にはＭＰＰＴ制御装置３１が内蔵されていて、太陽光電池２４に取
付けられた電圧計３０から電圧信号を受信している。ＭＰＰＴ制御装置３１は、太陽光電
池の電圧から、図６の曲線ａに示す特性に基づき、太陽光電池出力（電力）を算出する。
そして算出した出力（電力）になるようにインバータ２２は、変換電力を調節する。この
ようにすれば、太陽光電池は最大出力点で運転されることになる。
【００４８】
　以上、本実施例によれば、コンバータ（直流電圧変換器）を用いることなく、ＳＯＣの
広い範囲でニッケル水素電池２５を太陽光電池２４およびインバータに直接接続すること
が可能となる。これにより、電源システムの簡素化とコスト低減が実現できる。
　本実施例によれば、太陽光電池の出力が変動してもニッケル水素電池のそのときのＳＯ
Ｃに相当する電圧は、ＭＰＰ点の近傍にあるので、太陽光電池は高い効率で運転すること
ができる。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　本発明の電源システムは、電力系統における分散型電源として好適に利用することがで
きる。
【符号の説明】
【００５０】
　１　電力系統
　２　インバータ
　３　ＤＣ/ＤＣコンバータ
　４　太陽光電池
　５　蓄電池
１１　電力系統
１２　インバータ
１３　ダイオード
１４　太陽光電池
１５　ニッケル水素電池
１９　遮断器
２１　電力系統
２２　インバータ
２３　ダイオード
２４　太陽光電池
２５　ニッケル水素電池
２６　切換えスイッチ
２７　補助電池
２８　直流電源
２９　遮断器
３０　電圧計
３１　ＭＰＰＴ制御装置
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